
１．平成26年度予算の執行状況（平成26年９月30日現在）

※一般会計とは？

（単位：千円）

※主な歳入の内容

（単位：千円） ※主な歳出の内容

商工費 商工業の振興や観光事業に係る経費

その他 災害復旧に必要となる経費、予備費

農林水産業費 農業や林業、水産業の振興に係る経費
予算額

25,496,413
議会費 議会の活動に係る経費

100%

土木費
道路や橋梁、河川、市営住宅などの建設・維
持管理に必要となる経費

教育費
学校や生涯学習、スポーツ、芸術文化の振興
など、教育に係る経費

消防費
消火活動や火災予防、救急保護など、災害に
よる被害の軽減に係る経費

衛生費
感染症予防やごみ処理など、市民の健康で衛
生的な生活環境を保持するための経費

公債費
市債の元金及び利子、一時借入金の利子など
の償還金

総務費
企画調整や財務、財産管理、戸籍、徴税な
ど、市政の全般的な管理に必要な経費

100%
県支出金

県が使いみちを特別に指定して地方公共団体
に交付する資金

その他
地方消費税交付金、使用料及び手数料、財産
収入など

民生費
障害者・高齢者・児童のための福祉、生活保
護関係など、市民の一定水準の安定した社会
生活を保障するために必要となる経費

地方交付税
全国的に一定の行政水準を保障するため、地
方公共団体間の財源の偏りを調整し、国から
交付される資金

市債 財務省や銀行などからの長期借入金

予算額
国庫支出金

国が使いみちを特別に指定して地方公共団体
に交付する資金25,496,413

　平成26年度各会計予算の執行状況は次のとおりです。なお、数値には前年度繰越額を含めています。

一般会計

　地方公共団体の基本的な経費、重要な経
費を計上している会計をいいます。

市税
市民税（法人・個人）、固定資産税、市たば
こ税、軽自動車税など

面積 101.19 ｋ㎡ 平成26年11月1日

※人口及び世帯数は住民基本台帳による。 海南市長　神　出　政　巳

平成26年9月30日 現在

　海南市の財政
地方自治法第243条の３第１項及び海
南市財政状況の公表に関する条例の定め
るところにより、市の財政状況を次のと
おり公表します。

人口 54,264 人

世帯数 22,578 世帯

7,935,472 

3,528,521 

3,349,139 

3,248,638 

2,721,892 

2,375,386 

1,063,139 

787,737 

290,784 

182,746 

12,959 

(3,749,602) 

(1,336,891) 

(1,635,816) 

(1,006,220) 

(513,762) 

(904,682) 

(367,752) 

(195,809) 

(153,647) 

(88,890) 

(5,184) 

民生費 

衛生費 

公債費 

総務費 

土木費 

教育費 

消防費 

農林水産 

業費 

議会費 

商工費 

その他 

歳出 
予算額 支出済額 

7,251,843 

5,950,000 

4,720,400 

3,493,227 

1,731,145 

2,349,798 

(4,349,370) 

(3,726,187) 

(0) 

(1,183,672) 

(164,496) 

(1,455,185) 

市税 

地方交付税 

市債 

国庫支出金 

県支出金 

その他 

歳入 予算額 収入済額 

収入済額 
10,878,910 

43% 

支出済額 
9,958,255 

39% 
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（単位：千円）

※特別会計とは？

２．市民負担の状況

（１）市税負担額 （２）市民のために使われる経費

※主な市税の内容

　

都市計画税

都市計画区域の用途地域内に所有する土地及び家屋に
対して課税される税金
（公園・道路・下水道などの都市計画事業、土地区画
整理事業などに充てられます。）

合計 442,345 円 1,063,133

製造たばこの製造者や卸売業者などが市内の小売業者
に売り渡した「たばこ」に対して課税される税金

その他 239 円 574 円

円

そ
の
他

軽自動車税
所有する軽自動車、自動二輪車、原動機付自転車など
に対して課税される税金

商工費 3,368 円 8,094 円

市たばこ税

固定資産税
所有する土地や家屋、償却資産に対して課税される税
金

議会費 5,359 円 12,879

円

市
民
税

個人市民税 市民の前年中の所得をもとに課税される税金 消防費 19,183 円 46,104 円

法人市民税
市内に事業所がある法人などに対し、法人税（国税）
をもとに課税される税金

農林水産
業費 13,593 円 32,670 円

土木費 39,340 円 94,550 円

教育費 42,288 円 101,637 円

円

合計 131,939 円 317,102 円 総務費 59,477 円 142,947 円

その他 13,260 円 31,869 円 公債費 61,719 円 148,336

146,069 円 351,063 円

固定資産税 65,808 円 158,163 円 衛生費

市民税 52,871 円 127,070 円 民生費

51,710 円 124,279 円

税目 市民１人当たり １世帯当たり 目的 市民１人当たり １世帯当たり

簡易水道事業特別会計 866,515 77,295 229,441

　平成26年9月末の予算額で見ると、市税の予算額は、7,159,531千円（滞納繰越分と国有資産等交付金を除
く）となっていますので、市民１人当たり131,939円、１世帯当たり317,102円となっています。
　また、市民のために使われる経費は、24,003,407千円（歳出予算額から前年度繰越額を除く）で、市民１人
当たり442,345円、１世帯当たり1,063,133円となっています。
　なお、市民のために使われる経費は市税負担額を超えていますが、足りない分は地方交付税や市債、国県支出
金などでまかなわれています。

港湾施設事業特別会計 16,601 13,470 2,225

6,434,848 2,931,666 2,705,863
地域排水処理事業特別会計 19,565 15,448 10,358

国民健康保険特別会計 7,005,945 3,147,077 2,942,681
　特定の目的のために設けられた会計をい
います。また、病院事業、水道事業は公営
企業会計といい、地方公営企業法に基づ
き、独立採算を原則として設置された会計
で、特別会計と区別しています。

後期高齢者医療特別会計 1,450,552 671,612 558,642
介護保険特別会計

同和対策住宅資金貸付事業
特別会計

205,757 5,591 192,741

特別会計

会計名 予算額 収入済額 支出済額
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３．財産、市債及び一時借入金の現在高（平成26年９月30日現在）

（１）財産の現在高

（２）市債の現在高

（単位：千円）

（単位：千円）

（３）一時借入金の現在高

（単位：千円）

港湾施設事業特別会計 0
簡易水道事業特別会計 170,000

介護保険特別会計 0
地域排水処理事業特別会計 0
同和対策住宅資金貸付事業特別会計 188,000

一般会計 0
国民健康保険特別会計 0
後期高齢者医療特別会計 0

簡易水道事業特別会計 386,158

※臨時財政対策債とは？

　年度中において支出が収入を上回り、現金に不足が生じた場合に、その不足を補うために予算で定めた
限度額の範囲内で銀行等から一時的に借り入れるお金を一時借入金といいます。これの状況は次のとおり
です。

会計名 現在高

会計名 現在高

　国の地方交付税の財源が不足した場合に、地
方交付税の交付額を減らして、その穴埋めとし
て、地方公共団体自らに地方債を発行させる制
度をいいます。
　形式的には、その自治体が地方債を発行する
形式をとりますが、償還に要する費用は後年度
の地方交付税で措置されるため、実質的には地
方交付税の代わりの財源と言えます。

合計 463,284

47,126
同和対策住宅資金貸付事業
特別会計

30,000介護保険特別会計

千円

※基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、または定額の資金を運用するためのも
ので、条例により目的、処分等が定められています。

　学校施設や公園、道路の新設など大規模な建設事業を計画的に進めていくには、その年度の市税や国庫
補助のみでまかなうことはできません。そこで、市は財務省や銀行などから資金の長期借入を行います
が、これを市債といいます。
　市債を活用することにより建設される施設は将来の市民も利用することになるため、世代間の負担の公
平を図ることができ、また、施設の早急な整備も可能となります。

一般会計 特別会計
地方債現在高合計 30,579,418 千円

台 15,952 千円 4,046,746 千円 136,570現在高 2,841,978 ㎡ 241,433 ㎡ 203

公営企業会計を除いた市が所有する財産の現在高は、次のとおりです。

区分 土地 建物 自動車 有価証券 基金 その他

土木債 
7,771,290 

25.4% 

総務債 
3,967,892 

13.0% 

教育債 
3,467,063 

11.3% 

衛生債 
3,361,337 

11.0% 

農林水産業債 
1,010,506 

3.3% 

民生債 
486,296 

1.6% 

消防債 
415,253 

1.4% 

災害復旧債 
49,768 
0.2% 

臨時財政対策債 
9,185,688 

30.0% 

その他 
864,325 

2.8% 
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４．平成25年度決算の状況

（単位：千円）

【市税の推移】

（単位：千円）

※この公表の数値については、表示単位未満を四捨五入しているので、
割合や合計等が一致しない場合があります。

簡易水道事業特別会計 660,391 622,721 37,670 0 37,670
港湾施設事業特別会計 18,290 11,576 6,714 0 6,714
同和対策住宅資金貸付事業特別会計 22,404 213,692 △ 191,288 0 △ 191,288
地域排水処理事業特別会計 23,370 12,842 10,528 0 10,528
介護保険特別会計 6,230,303 6,203,968 26,335 0 26,335
後期高齢者医療特別会計 1,404,033 1,393,071 10,962 0 10,962
国民健康保険特別会計 7,172,538 6,973,627 198,911 0 198,911

会計名 歳　　入 歳　　出 歳入歳出差引額 翌年度へ繰り越すべき財源 実質収支額

特別会計

歳入総額 25,400,149

歳出総額 24,720,204

歳　　入 歳　　出 歳入歳出差引額 翌年度へ繰り越すべき財源 実質収支額
25,400,149 24,720,204 679,945 101,932 578,013

　平成25年度は、厳しい財政状況の下で持続可能な行財政運営の確立に向け、ゼロベースから事業の見直しを
行うことを念頭に財源確保と徹底的な歳出の抑制に努めました。
　また、「選択と集中」の考え方に基づき事業の重点化を図り、津波避難場所の整備などの防災減災対策や学校
施設の耐震化、土地開発公社の解散など各施策予算の効率的かつ効果的な執行に努めました。
　この結果、平成25年度決算は以下のとおりとなりました。

一般会計

7,511,038 

5,911,577 

4,881,300 

2,625,009 

1,490,704 

2,980,521 

29.6% 

23.3% 

19.2% 

10.3% 

5.9% 

11.7% 

市税 

地方交付税 

市債 

国庫支出金 

県支出金 

その他 

（単位：千円） 歳 入 

7,273,939 

4,888,282 

3,396,649 

3,172,426 

1,846,679 

1,842,948 

990,978 

833,042 

277,384 

161,233 

36,644 

29.4% 

19.8% 

13.7% 

12.8% 

7.5% 

7.5% 

4.0% 

3.4% 

1.1% 

0.7% 

0.1% 

民生費 

総務費 

公債費 

衛生費 

教育費 

土木費 

消防費 

農林水産業費 

議会費 

商工費 

その他 

（単位：千円） 歳 出 

2,988 2,908 2,962 3,182 2,985 

3,878 3,966 3,961 3,846 3,797 

685 684 723 700 729 

7,551 7,558 7,646 7,728 7,511 
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市民税 固定資産税 

その他 総額 

（単位：百万円） 
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